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１．はじめに 

2012(平成 24)年の障害者差別解消法の制定

により、高等教育機関においても障がいのある

者に対する入学の門戸の開放が提唱されて以来

（※文部科学省 障害のある学生の修学支

援）、全国的に入学者数は増加傾向にある。と

はいえ、高等学校までと異なり、授業形態も学

修に対する態度など自身で選択して受講する形

式で学生生活を送ることとなるので、支援体制

に大きな隔たりが生じる。また、運営面のコス

トの問題や障がいに対する知識不足などまだま

だ障がいをもつ学生にとって全面的に開放され

た学修保障には多くの課題があると考えられ

る。 

本研究では、障害者手帳を所持している者の

大学の受け入れに関する背景と現状を先行研究

から論述する。そして、そのなかでの精神疾患

を併発しやすい（二次的な障がいともいう）発

達障害に焦点をあて、対人関係や集団生活に緊

張が伴うことにより個別支援が必要となる彼ら

のキャリア支援の在り方について考察する。 

 

２．本発表の内容 

（１）障がい学生に対する必要な支援体制 

 文部科学省は、全ての大学等において、障が

いのある学生に対する合理的配慮の提供が求め

られることを踏まえ、様々な諸問題に対し「障

がいのある学生の修学支援に関する検討会報告

（以下、第一次まとめ）」を公表した。第一次

まとめでは、「大学等における合理的配慮」

（5.）について、①障害のある学生が障害を理

由に修学を断念することがないよう、修学機会

の確保②大学等全体としての受入れ姿勢・方針

の具体的な明示、広く情報を公開③障害のある

学生本人の要望に基づいた合理的配慮の決定過

程④教育方法等６項目別に整理されている。 

 上記の項目に伴い、大学は障がいあっても

安心して入学できる体制を整えるとともに多

くの情報を公開することによって門戸を広げ

ていことを周知する必要がある。 

 

（２）大学での障害者手帳所持者受入状況 

独立行政法人日本学生支援機構（以下「学

生支援機構」という。）が「大学、短期大学及

び高等専門学校における障害のある学生の修

学支援に関する実態調査」の平成 30 年度版

（令和元年）によると、障害学生数は 37,647

人（全学生数の 1.17％）で、前回（平成 28 年

度版）から 3,835人増加している。障害学生在

籍学校数は 937 校（全学校数 1,174 校の

79.8％）で、前回から受入大学数は 4校減とな

ったものの確実に障害学生が増加傾向にある

のがわかる。 

 

図；障害学生受け入れ数の推移 

独立行政法人：日本学生支援機構 HP より転載 

https://www.jasso.go.jp/gakusei/tokubetsu_shien/chosa_k

enkyu/chosa/index.html 

 

図のなかで特に顕著に増加傾向にあるのが、

生活を送る上でさまざまな不安を抱える精神障

害、他者とのコミュニケ―ションが苦手などの

特性のある発達障害、生まれ持った疾患や難病

を抱える病弱・虚弱傾向にある学生数は年々増

加傾向にある。本研究では、この中の発達障害

のある大学生に対する着目して考察していく。 

 

（３）発達障害者の学生数および障害種別 

 学生支援機構での調査では、発達障害者の大

学入学者数は、平成 24 年度調査では、1573 人

だったものが、令和元年度調査では 7065 人と

大幅に増加している。ここでいわれる「発達障

害」に類するものは、2005（平成 17 年）に施

行された発達障害者支援法で定められた、「自



 

閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発

達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他

これに類する脳機能の障害であってその症状が

通常低年齢において発現するものとして政令で

定めるもの」ではなく、精神科の臨床現場や学

生支援機構で使用されている分類である（自閉

症スペクトラム（ASD）」、「限局性学習障害

（SLD）」「注意欠如・多動性障害（ADHD）」「そ

の他の発達障害」と分類。以下英語で表記）。          

発達障害は、「発達の偏り」と称されるよう

に、社会活動を送るうえでどこかの部分に特化

して症状が現れる場合が多い。しかしながら、

「その他の発達障害」とあるように、一つの症

状だけではなく、発達障害特有の症状が重複し

ている場合（ASDの症状と ADHDの症状の重複や

ADHDと SLDの症状の重複など）や、身体障がい

と重複しているケースも多い（視覚障害と ASD

など）。そのために、各々の障害レベルも支援

体制も異なるため個別支援が重要となる。 

内訳として、医師などの専門職によって「発達

障害」と診断が確定しており、さらに個別に

配慮が必要な学生は大学での発達障害者 7065

人中 4990 人存在している（この数以外の学生

は、診断は確定しているが、特に配慮の必要

がない学生を表す）。さらに、診断は未確定で

あり発達障害が疑われ、個別な配慮を要する

学生が 2854 人もいることがわかっている。前

述の診断が確定していて配慮が必要な学生と

合計すると約 8000 人の学生にむけて支援が必

要ということになる。 

これだけ「発達障害」というのは、障害の構

造も複雑であるうえ、診断の有無、支援の有無

によっても、一人ひとりに応じた支援方法が大

きく異なることがわかる。まず、法律が制定さ

れ、「発達障害」という言葉も広く浸透はして

きているものの、受け入れ側が障がいの構造を

理解が追い付いていない状況である。そのよう

な非常に困難な状況ななか、「合理的配慮」の

精神で、受け入れ側も苦慮しながら特性に合わ

せた支援と配慮が提供できるよう模索しながら

取り組んでいる。 

 

（４）発達障害者に対する支援体制の現状 

 

2020（令和２）年に満 18 歳となり大学に入

学する年齢に達した発達障害者たちは、幼少期

から既に法律により支援対象者として守られて

いる。教育現場でも、手厚くまではいかなくて

も症状に対する配慮もなされてきた年代で、

各々の特性に合った服薬での調整も可能となっ

てきている。障害者支援法により、乳幼児健診

などを通じて早期発見・対応され、多方面から

の支援されてきた効果もあり、不適応も軽減さ

れてきている。また、高校より大学に進学する

際に、特記事項として記されることもあるが、

基本的に身体上の配慮が不要の場合の記述はな

い。さらに、入学試験のみでの合否判定をする

試験で入学してきた学生に対しては、自己申告

をしてもらう以外に大学側が知る由もない。社

会からの差別や偏見の目を避けるために申告し

ない学生も存在すると考えらえる。ただ、この

場合、あくまでも自己判断で申告しないことも

推測され、受け入れ側としては診断が未確定の

発達障害の疑いのある学生として判断されてし

まうケースもあると考えられる。 

ここで、大学側で発達障害（疑いも含む）

のある学生についてどのような受け入れ、支

援がなされているのか、支援総務省関東管区

行政評価局「障害のある学生等に対する大学

の支援に関する調査－発達障害を中心として

ー」（2020/令和２）の調査結果を報告した

い。この調査は、発達障害のある学生等に対

する修学支援等の一層の充実を図る観点か

ら、国公立大学法人における①発達障害のあ

る学生の受け入れ状況②入学前の情報提供や

修学の各段階のおける合理的配慮の実施状況

の２点を把握するとともに、公立大学法人及

び私立大学における先進的な取組の実例を把

握するために実施されたものである。 

調査対象校となった大学によって支援体制

のもさまざまである。受験時より配慮を求め

る生徒に対する情報を発信することを通じ

て、独自に申告しやすい体制を工夫している

大学もあれば、入学後に診断未確定の学生に

も配慮ができるように、初年次の講義の中で

「スクリーニング質問票」を配布し独自に学

生特性の把握に取り組む大学もある。      

目に見えない障害であるゆえに、支援が求

められることの多い発達障がいについては、

より周囲の理解が求められるものの、公表し

たくない思いなども強く、個人情報に最新の

注意をはかりながら、学生に不利益が生じな

いよう支援体制を考える必要がある 

 

（５）診断は未確定だが、支援が必要と考え

られる「発達障がいの疑いのある学生」への

大学のとりくみ 

 

 総務省（2020）の調査結果報告書によると、

障害の診断は確定していないものの、学修支援



 

に対する支援が必要と感じる学生が増加傾向に

ある。本来、障害の確定は本人、保護者による

発達外来への受診または発達障害者支援センタ

ーなど外部機関への相談から受診するなど、何

かしら自主的に行動しないことには結びつかな

い。ただ、大学の学修支援は、障害者手帳を交

付してもらうことが目的ではない。各学部に入

学した学生に対し、より学びを深いものとし、

卒業時にはその分野に見合う学士、または準学

士を獲得させることにある。そのためには、学

校独自で支援が必要と思われる学生を把握し、

情報を共有しながら学びを保障していくことが

求められる。 

 大学独自の取り組みとして、群馬大学の取り

組みを紹介したい。（以下、抜粋） 

 
群馬大学では、障害との認識はないものはないもの

の、「困り感」の強い学生を把握するために以下の取り

組みを行っている。（中略） 

･１年次を対象とした必修科目「健康教育」において、

質問票により、①自閉症スペクトラム症、注意欠陥・

多動性障害の特性に関連した 23 項目の質問によって、

「困り感」の程度を４段階（0.困っていない、１.少し

困っている、2.困っている、3.とても困っている）で

把握し、②２項目によって困りごとに関する相談希望

を３段階（1.相談を希望する、2.相談するかどうか迷

っている、3.相談を希望しない）で把握 

･得点や相談希望の有無に応じて、学生を呼び出して面

談を行い、必要に応じて健康総合支援センター、学生

支援センター、（障害学生支援室≒障害学生サポートル

ーム）が支援する 

 

 この調査で使用された 23項目の中には、「気

が散りやすくて困る」「忘れ物が多くて困る」

「課題や仕事の締め切りに間に合わなくて困

る」といった、学生の多くに該当するような

質問のなかに発達障がいの特性といわれる行

動なども含まれる質問内容で構成されてい

る。群馬大学の報告によると、実際にこの取

り組みによって発達障害の可能性のある学生

を数名把握することができ、支援に結びつけ

ることができた実績をもっているとのことで

あった。 

  

（６）大学におけるキャリア支援 

多くの学生にとって、大学は社会人として

就職する最後の学びの場所となる。様々な学

びや経験を通じて社会に出るためのキャリア

支援も必要とされる。大学のキャリア支援体

制のなかで障がいのある学生については外部

の支援機関と連携をとりながら進める必要が

ある。卒業前から社会に出るまでに必要なス

キルを各々に理解しやすく指導するサポート

機関につなげることにより、学生自身の不安

が軽減できるよう自立促進とともに支援体制

の整う企業への就職支援などもサポートする

ことが可能である。 

 障害のある学生の修学支援に関する検討会報

告（第二次まとめ）（抜粋）、「障害のある学生

には、一般の学生と異なる多様な就業・就労形

態があることや、一般的な採用方式で雇用され

た場合においても、雇用主に合理的配慮等を求

めることができることなどを伝える。また、大

学等在籍時から相談できる地域の関係機関や、

障害者雇用促進に関する諸制度、それらの活用

方法についての情報提供を行なう」（抜粋）と

大学側に努力を求めている。 

各大学では発達障害学生を対象としてコミュ

ニケーションサポートプログラムなど外部サポ

ート機関と連携をはかりながら学生の就労支援

にとりくまれている。 

 

（７）教育・保育職養成校の課題 

 学生支援機構の調査によると、発達障がいの

ある（疑いも含む）学生が大学および短期大

学で教育系の学部に在学している人数は令和

元年度で 329人在籍している。しかし、就職状

況のなかで教育関係（教育・保育施設）への

進路をたどったと思われる報告書や研究報告

書がほぼない。論文検索で、「発達障害・保

育」などキーワード検索をしても、保育者養

成校のなかで学ぶ発達障害、つまりは講義内

容をどのように工夫していくことがのぞまし

いかといった研究内容の論文ばかりが結果と

して出てくる。早期発見・早期教育が促され

る教育現場において、障害に対する理解はか

なり進んでいるにも関わらず、指導者本人が

発達障害のあるケースは極めて少ないことが

わかる。 

 厚生労働省の委託研究調査事業として全国保

育士養成協議会が実施した「平成 28 年度指定

保育士養成施設における教育の質の確保と向

上に関する調査研究 研究報告書」のなか

で、今後の保育者養成の課題として近年の障

害学生の受け入れの増加に対する支援の強化

について触れている。学生のとが考えられ

る。報告書のなかでは、以下のように記され

ている。（中略）保育士(者)養成で行われる保

育実習を通して学生は、専門職に求められる

姿勢、倫理観、コミュニケーション能力を養

うと同時に、自らの保育職への適性や進路選

択についても自己覚知すると考えられる。こ



 

のような体験を通して自己の学業や生活の困

難さに気づいていく学生も少なからずいるで

あろう。今後の課題として、保育士(者)養成

校において発達障害などを背景とする困難を

抱えた学生の実態及び支援の方法や内容につ

いてより検討する必要があると考えられる

（抜粋）。 

 

（８）A校での取り組み 

 保育者養成校である A校では、今まで身体障

がいのある学生の受け入れ実績は報告されて

いる。入学案内にも受験生に向けて以下のよ

うに障害学生の受け入れについて発信されて

いる。 

具体的な支援としては、施設面ではバリアフ

リーの構造となっている。また、スクールサポ

ーターを学生から募集して、授業の際のノート

代筆や必要に応じたサポートできる学修支援体

制をつくっている（主として聴覚障害）。さら

に、心と身体の相談室を設置し、誰にも伝えら

れない不安や相談なども聞けるスペースも設置

されている。 

ただ、対人関係や集団授業に関して個別の支

援が必要な障害である発達障害については、診

断を受けている学生への入学実績が報告されて

いない。しかし、まったくいないわけではなく

個人情報の取り扱いなどに注意を払いながら学

科内での支援は実施されている。保育者養成コ

ースではない学科で、学力面でついていけず、

明らかに支援が必要と思われる学生には、丁寧

に面談を重ねた上で、履修状況とともに保護者

と話し合い、診断確定（この場合、発達障害で

はない障害の診断）に至ったケースもある。 

 そのようななか、この数年、A 校の保育者養

成学科に発達障害があり、精神障害者福祉手

帳を所持していることを申告してきた学生が

複数在籍している。どの学生も、注意欠如・

多動性障害（ADHD）で診断されている。その

うちの一人は、「障害児保育に非常に興味があ

り社会生活のなかで困っている子どもたちの

ことを理解する保育者になりたい」という自

身の障害をきっかけに保育職を希望している

学生もいる。自身の障害と向き合いながら学

生生活を送っている者もいれば、指示が理解

できなかったり課題が期限内に提出できなか

ったり内容に即した文章が書けなかったりす

る学生もいる。いまのところ、対人関係のト

ラブルなどは見られていない。 

教員としては、学校に申告していることもあ

り、障害の有無は把握はしていたが、本人から

の申し出がない限り特別な支援などは行ってい

ない。ただ、保育者養成の必修となる実習指導

については、どのような特性があるのかも含め

て把握する必要があるので、他教員にも協力を

仰ぎながら指導をすすめている。 

 

【ある学生の事例】  

 

学生 Xは、先ほど述べた自身の障害をきっか

けに保育職を希望している学生である。初年次

から特に何の問題もなく、友人もでき欠席もな

く登校できている。Y 自身は１日１回服薬する

ことで集中を維持できるよう調整している。学

習面についても、しっかりと課題に取り組める

力もあり指示も理解できている。実技の授業に

でもピアノ初心者であることを自覚し、ほかの

学生のようにうまく弾けるようになりたいと誰

よりも努力を重ね、二年次の現在はトップクラ

スに位置付けている。初年次に保育所、施設実

習が各 10日、二年次に保育所に 10日、幼稚園

に 20 日実習したが、どこでも前向きに取り組

めていて実習先からの評価は高評価であった。 

しかし、本人に実習のことを聞くと、一度に

たくさんの指示が入ると混乱してしまい、適宜

応じた行動がとれなかった事や失敗したことな

どばかりが出てくる。教員側からすれば誰しも

経験する範囲の事例であり、これを糧に次に生

かせばよい程度のものであるが本人は自身の障

害の影響ではないだろうかといった思いが強

い。 

 X が教員に相談し始めたのは、二年生になっ

てからである。進路について不安が重なってき

て相談を申し出てきたのは、「特別支援教育」

の担当教員である。相談のきっかけとなった、

今年度から教員免許必修科目「特別支援教育」

にある。本科目では、障害の有無に関係なく支

援を必要としている子どもに対する理解を深め

る科目として開講されている。そのため、X の

ほかにも、授業で出てきていた子どもたちの事

例と自身の経験が重なり自分の中の不安や困っ

ていることを相談してくる学生もいれば、障害

のある家族との関係についても相談を持ち掛け

ているケースもある。場合によっては、継続す

ることもあるが、多くの場合は単発的な面談

で、カウンセリングのようなものに近い。X に

ついては、漠然と進路のことが不安になったと

いう相談から始まり、個別相談を継続してい

る。 

 X は、何かしら困ったことがあれば家族に相

談し、ともに考え乗り越えてきている。服薬の



 

調整についても家族と医療機関の話し合いによ

りすすめられている。ただ、卒業後は、経済面

だけでなく精神面でも自立したい思いが強く、

社会にでるにあたっては周囲に理解してもらう

ためにも手帳を所持していることを公表したう

えで就職活動するほうがよいのか、所持してい

ることを言わずに活動したほうがよいのか迷っ

ているということが、面談を通じてわかってき

た。さらに、学生生活の中でも不安になってい

たことが多くあったことも面談を通じて話すよ

うになってきている。 

さらに、キャリアセンターとも連携し、外部

の障害者支援事業などの情報も把握しながらす

すめることとしている。担当教員は、単独で判

断し、行動するのではなく学科教員や進路担当

教員とも情報を共有し、大学全体で支援にあた

る体制をとっている。 

保護者とは電話にて面談を行っており、本人

が目指している道を応援したい気持ちを強く持

たれている反面、学校外での様子を知るだけに

心配も絶えない様子である。X 自身が発達障害

であるからできないと希望する道を断念するの

ではなく、手帳所持を明かにしたうえで自身の

希望した道を歩んでほしいといった思いを持っ

ておられる。 

このような環境因子などからから、X 自身の

心身の安定心身のことを考え、まず障害の有無

は考えず自身が何をしたいのか、どんな保育者

になりたいのかを一緒に書き出し、次に、何が

不安なのか、なぜ不安なのかを書き出す面談を

行った。障害の診断は出ているが、本人の思う

不安材料が障害に起因するものとは限らない。

不安要素を書き出し、可視化することで整理し

ているところである。 

 

３.まとめ 

 

 保育者養成校での発達障害者への学修支援体

制に対する研究はほぼ未知数でこれから研究

が求められる分野といえる。A 校のように、個

別支援というかたちでサポートは行われてい

ることはあるだろうが、学校全体で体制を組

むにはまだ至っていない大学も多いのではな

いだろうか。 

合理的配慮の面から、今後ますます障害学

生の受け入れはすすんでいくと考えられる。

しかしながら、学生支援機構の就職調査をみ

てみると、発達障がいのある学生全体の卒業

後の就職状況は 40％程度にとどまっている。

入学の門戸は開きつつあるが、卒業後の支援

まではまだ十分に保障できていないことがわ

かる。 

大学全入時代とともに共生社会を推進すべ

く、教員養成（保育者養成も含む）課程におい

て「特別支援教育」を必修科目にするなど理解

促進を高めるカリキュラムも改訂されてきてい

るが、指導者自身の人材育成や社会の具体的な

受け入れ制度が十分に備わっていないなか、ど

のようにキャリア支援を実践していくのが望ま

しいのか、教員、他大学とも手を取り合いなが

ら模索していきたいと考える。 
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特別支援教育における多重感覚環境活用の現状と課題 

 

藤 澤  憲 

和歌山県立和歌山さくら支援学校 

 

Ⅰ．本発表の目的 

「多重感覚環境」という用語は、英国や米国、

オーストラリアなどの英語圏で広く使用されて

いる(Pagliano、1999)。多重感覚環境の一つに

「スヌーズレン(Snoezelen)」がある。視覚、聴

覚、嗅覚、触覚、味覚などを適度に刺激する多

重感覚環境の中で利用者と介助者(実践者)と環

境との三者間の相互作用を主とした活動であり、

子どもも大人も同様に、障害のあるなしに関わ

らず広く活用されている。スヌーズレンの活動

では、一般的にホワイトルームと呼ばれる部屋

を使用することが多く、バブルチューブ、サイ

ドグロウ(光ファイバー)、ソーラープロジェク

ターなどの代表的な器材が設置された専用のル

ームで行われることが多い。 

諸外国におけるスヌーズレン研究の現状に着

目すると、柳本(2016)は、欧米・アジア等諸外

国におけるスヌーズレン研究は、「重度知的・重

複障害者を主たる対象に、情動の変化、問題行

動の改善、幸福感向上及びスタッフとの相互作

用について、応用行動分析や生理学的測定を用

いた事例研究が多く実施されていた。しかし、

この分野における科学的な研究がほとんど蓄積

されていないため、スヌーズレンの有効な治

療・教育アプローチとしての確証が得られてい

ない。」と述べ、科学的研究の基本的要件を充足

すること(Evidence＝客観性・再現性の追求)の

必要性を指摘している。また、わが国における

スヌーズレン研究の現状について姉崎(2013)は、

「近年、わが国では、肢体不自由特別支援学校

に在籍する重度・重複障害児の教育を中心に、

スヌーズレン(Snoezelen)を授業に取り入れる

学校が増えてきていることは注目される。」と述

べ、スヌーズレンは教育活動にも有効な教育方

法のひとつであることを指摘している。一方で、

姉崎(2013)は、実践の集積等が課題であること

を示唆している。 

 そこで、本稿では姉崎(2013)が示唆している

教育実践集積の課題と柳本(2016)が指摘してい

るスヌーズレンの有効な治療・教育アプローチ

の課題を踏まえ、わが国の特別支援教育におけ

るスヌーズレンを含めた多重感覚環境活用の可

能性を広げるためにも、実践研究の現状や課題

について報告する。 

 

Ⅱ．手続き 

 国立情報学研究所 (NII)が提供する文献情

報・学術情報検索サービス CiNii Articles によ

り、2010 年４月～2020 年３月の約 10 年間に、

「スヌーズレン」と「多重感覚環境」がキーワ

ードである学術誌等に掲載された教育実践に関

する論文を全て収集した。但し、研究対象とし

ては教育実践の内容に関係する文献に視点を当

てたため、実践内容等が詳細に記載されていな

い調査研究や展望論文（研究時評）、論説等は今

回研究対象から外した。尚、2020 年３月 31 日

付けにおいて、CiNii Articles に掲載されてい

た論文を対象とした。 

 分析方法として、柳本(2016)が指摘する欧州

のスヌーズレン研究における研究デザインの課

題が指摘されていること、姉崎(2013)が指摘す

る教育実践集積の課題を考慮し、まずは収集さ

れた教育実践に関する論文を発行年の古い順か

ら研究対象者別に分けた。その上で、研究デザ

インとして教育課程上の位置づけと指導形態

（個別指導または集団指導）、実践の目標、空間

と主な使用器材、研究目的、データ収集方法、

論文の研究特性と分析方法、結果の概略、のそ

れぞれの観点から整理し、教育におけるスヌー

ズレン実践の現状と課題を分析した。尚、前述

した「論文の研究特性」を寺下(2011)を参考に、

「質的研究」と「量的研究」に区分した。 



 

Ⅲ．結 果 

 収集されたわが国の学校教育におけるスヌー

ズレンを含む多重感覚環境を活用した実践研究

の学術論文は合計 24 編であり、今後のスヌー

ズレンを含めた多重感覚環境を活用した教育実

践に寄与する貴重な知見であった。収集論文の

主な内訳を見ると、通常学校において健常生徒

に実施された論文はなかった。小学校の特別支

援学級や通級指導教室において、社会不安障害

や自閉症スペクトラム障害、注意欠陥多動症の

ある児童等を対象にした論文が３編であった。

また、特別支援学校等において重度重複障害（肢

体不自由を伴う場合も含む）のある幼児・児童

生徒を対象とした論文が 13 編、特別支援学校

において知的障害や自閉症スペクトラム障害の

傾向のある児童生徒等を対象にした論文が４編、

特別支援学校において重度重複障害（肢体不自

由を伴う場合も含む）のある児童生徒と知的障

害の児童生徒の両方の事例を対象にした論文が

４編であった。さらに、障害の程度別に論文を

見ると、重度重複障害（肢体不自由を伴う）の

ある幼児・児童生徒を対象とした論文の合計が

12 編と最も多く、社会不安障害や自閉症スペク

トラム障害、注意欠陥多動症、知的障害のある

児童を対象とした論文の合計が７編、重度重複

障害と知的障害や自閉症スペクトラム障害等を

対象とした論文の合計が４編であった。この約

10 年間において、スヌーズレン実践に関する論

文が合計 24 編と決して多いとは言えない。  

教育課程上の位置づけとして、24 編の論文中、

ほぼ全ての実践において自立活動の時間の指導

として実施されていた。指導（支援）形態とし

て、記載があった 23 編の研究のうち、個別指

導と集団指導の両方を報告した研究が９編と最

も多く、集団指導が８編、個別指導が６編であ

った。これらの結果より、障害の程度によって

指導形態が大きく偏ることはなかった。 

実践の目標は大きく分けて、「①リラクゼーシ

ョンを通した情緒の安定」、「②コミュニケーシ

ョンの促進(人間関係)」、「③外界への主体的な

働きかけ（選択、追視、リーチング等）」の３点

であった。①と②の目標に関しては、障害の程

度の有無に関係なく、多くの実践において目標

設定がされていた。また、③の目標に関しては、

重度重複障害児を対象とした実践に設定されて

いた。また、ひとつの実践に対して、複数の目

標を設定している実践がほとんどであった。目

標の内訳を見ると、①に該当する論文は 13編、

②は 12 編、③は９編であった。 

 空間の配置図についての記載があった 22 編

の研究のうち、ハンドメイドの空間が 16 編と

最も多く、スヌーズレン専用ルームは５編、ヌ

ーズレン専用ルームとハンドメイドの空間の両

方併設は１編であった。また、空間の配置図の

記載があったのは 16 編であり、記載がなかっ

たのは７編であった。 

 研究目的は大きく分けて、「①実践の報告や

スヌーズレンルームの紹介」、「②実践の効果（有

効性）や可能性（教育的意義）、課題等の検討」、

「③実践の調査報告や教育課程上位置づけの検

討等」の３点であった。このうち、①に該当す

る論文は 12 編と一番多く、続いて②は 10 編、

③は２編であった。 

データ収集方法として、23 編の論文のうち、

具体的なデータ収集方法の明記がなかったのは

11 編と最も多く、観察による収集が４編、調査

による収集が４編、観察と VTR 録画による収

集が３編、VTR 録画による収集が１編、測定に

よる収集が１編であった。データ収集方法の明

記がなかった 11 編の論文の中には、結果の章

に着目すると、観察による収集が実施されたこ

とが読み取れる内容もあった。 

測定による収集として、姉崎(2006)は、重症

心身障害児に対して、朝の会とスヌーズレンの

両場面において動脈酸素飽和度(SpO2)と心拍数

を測定により収集し、児童の生理学的指標を客

観的データとして捉えようとした。しかし、10

ヶ月に渡り８回の取組であり、１ヶ月に１回も

実施されなかった月もあったことになる。実施

されない期間が長期に渡ると、当然のことなが

らその期間において、児童を取り巻く生活面や

発達面等に様々な要因が加わったのではないか

と考えられる。朝の会とスヌーズレンの両場面

において、８回に渡る動脈酸素飽和度(SpO2)と



 

心拍数の平均値の有意差を見ているが、客観的

データの担保という視点からもデータ収集期間

の見直しが必要であったのではないかと考えら

れる。 

また、24 編の論文中、質的研究が 20 編、量

的研究が１編、質的研究と量的研究が３編であ

った。 

 

Ⅳ．考 察 

前章の「結果」を踏まえると、大きく三点の

スヌーズレン教育実践研究の現状や課題を示唆

していると考えられる。これらのほとんどは、

姉崎(2013)が示唆していた課題(教育実践集積

が必要であること)と柳本(2016)が述べている

諸外国におけるスヌーズレン研究の現状や課題

(科学的な研究がほとんど蓄積されていないこ

と、科学的研究の基本的要件を充足すること等)

と同様の結果であった。 

第一に、子どもの行動面を中心とした実態把

握で収束していることである。目に見える子ど

もの行動だけではなく、障害、生活、発達面か

ら幅広く子どもを捉え、感覚面の実態把握も加

味した十分な実態把握が必要であると考えられ

る。 

第二に、多重感覚環境の設定理由や読者が追

試できる多重感覚環境の概要説明等の必要性で

ある。多重感覚環境の設定に関しては、児童生

徒の感覚面を含めた実態把握により、環境設定

がなされる。授業者が何となく多重感覚環境を

設定して、部分的なエピソードを基に児童生徒

が変化しました、効果がありましたという実践

内容が多く見られた。児童生徒に教育的効果

をもたらしたことは事実であるが、その事実

をもたらしたのは器材の効果なのか、授業者

の支援の効果なのか、といった効果をもたら

した要因の分析まで追求する必要があると考

えられる。 

第三に、うす暗い環境でないとスヌーズレン

を含めた多重感覚環境の活用が成立しないか

という問題である。ISNA-MSE(国際スヌーズ

レン－多重感覚環境協会)の「介助者のための基

本的なガイドライン」では、「スヌーズレン」と

「多重感覚環境」の用語は同義であるとしなが

らも、うす暗い環境でないとスヌーズレンの取

組はできないということは明記されていない。

姉崎(2013)は、英国や米国等ではスヌーズレ

ンと多重感覚環境は同義として使用されてい

ることを報告し、ISNA-MSE(国際スヌーズレ

ン－多重感覚環境協会)の見解を踏まえて、スヌ

ーズレンの定義を行っている。また、姉崎

(2013)は、教育におけるスヌーズレンの活用の

重要性を述べ、「スヌーズレン教育」と位置づけ、

以下のように定義している。スヌーズレン教育

とは、「教室内を暗幕などでうす暗くし、対象児

の好む光や音（音楽）、香りなどの感覚刺激を用

いた多重感覚環境を教室内に設定して、その中

で感覚刺激を媒介として教師と対象児および対

象児同士が相互に共感し合い、心地よさや幸福

感をもたらすことで、対象児のもつ教育的ニー

ズ（発達課題）のある感覚面や情緒面、運動面、

コミュニケーション面などにおける心身の発達

を促し支援する教育活動」である。つまり、姉

崎(2013)は、ISNA-MSE(国際スヌーズレン－

多重感覚環境協会)の「スヌーズレン」と「多重

感覚環境」は同義であると認識しながらも、「ス

ヌーズレン教育は、教室内を暗幕などでうす暗

くし、対象児の好む光や音（音楽）、香りなどの

感覚刺激を用いた多重感覚環境を教室内に設定

する」とあると定義づけている。なぜ、教室内

を暗幕などでうす暗くしなければならないとい

う明確な根拠が示されていないため、疑問を感

じる。また、今後の展望として学校におけるス

ヌーズレン教育においてこのような形での狭義

の内容では益々の発展と展望においての将来を

危惧するものであると考えられる。確かに、う

す暗い環境を活用して学習支援を展開するこ

とは、多くの子どもにとって有効である。し

かし、筆者は、スヌーズレンと多重感覚環境

はイコールの関係ではなく、「スヌーズレンを

含んだ多重感覚環境」として捉えている。ま

た、「多重感覚環境を活用した学習支援(取

組)」とは、「子どもの感覚面を含めた実態を

鑑み、事前に設定された環境であり、(環境の

明るい、うす暗いなどの照度に関係なく)強弱



 

等がつけられた単一の感覚刺激や複数の感覚

を活用した学習支援(取組)」であると捉えて

みたい。 

姉崎(2004)は、英国における障害児者へのス

ヌーズレン実践のひとつとして、野外の明るい

場所で環境設定が行われている「スヌーズレ

ン・ガーデン」の紹介を行っている。また、大

崎(2014)は、海外のスヌーズレンルームの調査

結果を報告している。この報告の中でデンマー

クにあり、ISNA-MSE(国際スヌーズレン－多

重感覚環境協会)現会長のモーリッツ・エージェ

ンダール(Maurits Eijgedaal)氏が設計・建築し

た Landsbyen Sølund Guldhornet(通称：ゴー

ルド・ホルン)の施設では、明るい廊下に他感覚

を活用した水槽の映像が設置されていた。さら

に、オランダの特別支援学校では、明るい教室

に多重感覚を活用したスペースが設置されてい

たことを報告している。特別な教育的ニーズの

概念が先行している英国では、通常学校におい

て多重感覚を活用した学習支援としてセンソリ

ールームが設置され、重度・重複障害のある児

童生徒と周囲の児童生徒との関係形成が図られ

ていることを報告している(高橋、2016)。ここ

での学習支援では、うす暗い環境だけではなく、

明るい環境において複数の感覚が活用されてい

る。わが国のスヌーズレンの教育実践におい

て、お湯ベッドの取組(加藤、2013)、揺れブラ

ンコやスライムを活用した取組(藤澤・林、2019)、

これらも明るい環境で実施され、子どもたちの

情緒の安定や外界への主体的な働きかけが促進

された報告がされている。子どもの中には、事

前の実態把握段階において、どうしても暗い環

境を怖がったり、好まなかったりする子どもも

いると思われる。言うまでもなく、教育実践は、

第一に子どもの発達や成長を願い、実施される

ものであり、教員の都合で実施されるものでは

ない。今あるスヌーズレンを含んだ多重感覚環

境に子どもを合わすのではなく、子どもの感覚

面を含めた実態に迫った環境設定を心掛け、子

どもに向き合うことが重要であると考えられる。 

最後に、学校の教員は、時間的な制約もある

から指導記録や授業評価をいかした実践がなさ

れにくい、論文の末尾の課題に綴られることが

ある。しかし、学校現場では、仕事の精選はし

ながらも評価会など教員同士の話し合いの場に

おいて、指導記録や授業評価が行われている。

なぜなら、教員は子どもの発達や成長、将来の

夢の実現等を願い、授業づくり・授業改善・評

価にあたることが教員の主な職務であるからだ

と認識しているからである。また、もし時間的

な制約があるから、実践の部分的な評価や分析

しかできないなどと限界をつくってしまうと、

実践や研究の真理の探求は今後望めない。労を

惜しまずに実践や研究に真摯に励む姿勢が求め

られるのではないかと考えられる。本稿におけ

る文献調査を通して、実践に携わる筆者自身も

種々の課題に迫れていない部分があり、反省し

なければいけないことを痛感している。課題を

ひとつずつクリアしながら、今後も実践研究の

質と量の向上に微力ながら努めていく所存であ

る。 
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インクルージョン実践における支援組織の構造とその再編過程 

――関西圏にある S小学校を事例として―― 

 

久保田裕斗  

  京都大学大学院（大学院生） 

 

１．はじめに 

本発表では、インクルージョン実践に取り組

む S小学校を事例とし、支援組織の構造とその

組織アイデンティティの産出過程を記述してい

く。障害児を含めた多様な子どもたちに対する

支援はどのような組織体制に支えられ産出して

いるのかについて、インタビューや参与観察で

得られた経験的データの分析を通して探求する

ことを試みたい。 

 

２．先行研究と本発表の視座 

２．１．文脈に埋め込まれた概念への着目 

 インクルージョン実践に取り組む学校組織の研究

としては、原田（2017）と二羽（2015）の研究が卓抜

した論を展開している。 

 まず原田は、「誰をも排除しないインクルーシブな

学校をいかにしてつくるかを探求すること」を目的と

して、大阪市立大空小学校の学校づくりの実践を

分析した。大空小学校では、障害の有無に関わら

ず、すべての子どもを通常学級で学ばせる実践を

おこなってきた。さらに、「大空小学校では、『すべ

ての子どもにニーズはある』という考えに立ち、子ど

もの課題を『障害』という『くくり』で捉えることを避け、

日常生活の中で『障害』概念の脱構築を図ってき

た」（原田 2017: 56-7）。原田はこうした大空小学校

の実践について「分離主義」と「障害／健常」という

「二元論」に拘泥する日本のインクルーシブ教育制

度の状況に風穴を開ける先駆的な実践であるとし

て評価している。 

 原田の研究は、障害の有無に関わらず共に学ぶ

小学校の現在の具体的実践を活写したという点で

示唆に富む。しかし、学習障害が教育概念として

形成される過程を明らかにした篠宮（2019）は、「医

学的な考えを採用する領域が結果として拡大した

としても、まずはそのプロセスの内実を各領域の文

脈に根ざして捉えることが重要である」と指摘して

いる。だとすれば、「障害」という医療的概念が教育

実践において使用されること自体を「医療化」の拡

大として批判する観点からの検討だけでは、インク

ルージョン実践の分析として不十分ではないだろう

か。 

この点をふまえ本発表では、S小学校を事例とし

たローカルな文脈において、さまざまな課題を子ど

も個人の問題として帰責しないかたちで「障害」概

念が実践的に用いられていく様子について検討し

ていきたい。 

 

２．２．比較を通して産出する組織アイデンティティ 

 次に、学校組織における非排除的な文化の形成

について検討した二羽（2015）の研究をみていこう。

二羽は、障害児と健常児が共に学ぶという独自の

方針を持つ田奈市（仮名）に着目した。この田奈市

は、障害児が特別支援学校ではなく校区の小中学

校に通うことを後押ししてきた特殊な地域である。 

既存の学校組織の排除的な二面性を乗り越える

ために重要とされる構形が、「アドホクラシー」であ

る。「アドホクラシー」は、「規格を適応して選別する

ことはせず、その場の問題に応じて柔軟な体制を

組織できる構形」とされる。この「アドホクラシー」の

構形は、「障害児が一緒にいることが当然という文

化」が浸透していく 1980年代から 90年代にかけて

の田奈市において、その場の課題に応じて密な統

制を実現できる柔軟な組織体制として、学校の日

常活動を担う構形として広まっていったと二羽はま

とめている。 

 さらに、学校組織における問題解決に苦慮した

際に多くの教員たちが「子どもに聞きます」「子ども

から教えられました」という語りをしていたという事実

から、子どもたちをも柔軟に巻き込む「ハイパーアド

ホクラシー」ともいえる体制が田奈市の学校におい

て現れていたと二羽は指摘する。 

 以上の議論の結語として、二羽は「頻繁な『アドホ



 

クラシー』を誘引していたのは、『子ども』中心の実

践だった」のであり、「田奈市において『アドホクラシ

ー』の構形が頻繁に形成されながらも安定的な学

校組織が維持されていたのは、『プロフェッショナ

ル官僚制』の中に、『子ども』中心という規格が組み

込まれたことによって、『プロフェッショナル官僚制』

が『アドホクラシー』の構形を必要なときに呼び出す

というような、両者の相互補完的な仕組みができて

いたためであった」（二羽 2015: 40）とまとめてい

る。 

 二羽の研究は、障害児の選別をおこなわない制

度や文化を形成してきた田奈市全体の組織の変

容を明らかにした研究として傑出している。 

しかしながら、市全体の文化の変容プロセスに

照準しているために、市の内部における個々の学

校間での組織アイデンティティの差異についてま

では検討されていない。その点は、「田奈市のすべ

ての学校組織が同じ時期に同じような状況だった

ことや、このような状況が現在まで継続されているこ

とは意味していないであろう」と二羽自身によって

言及されている。であるならば、現在インクルーシ

ブな教育に取り組む学校組織が実践の展開、そし

てそのような学校組織が他の組織との比較による

組織アイデンティティの産出を記述することは、本

発表で検討するべき課題として妥当であるだろう。 

 

２．３．「道具箱としての文化」 

ここまで、原田と二羽の研究から得られた知見を

整理することで本発表の視座を明らかにしてきた。

本項では、もうひとつの重要な視座を付け加えて

おきたい。 

以上でみてきたように、原田と二羽は、障害の種

類・程度ごとの選別や教育の場を分離することは

排除であるという前提のもと議論を展開している。 

しかし、古賀（2001）によれば、「文化は、すでに

ある経験を基盤とした『語り』の実践に宿り、構成さ

れ続けていくものであり、新たな『接合』によって別

な意味づけへ展開される可能性に開かれている」。

本発表でもこの古賀の提示した観点から、教員の

日常世界、すなわち学校の現場から「分ける」こと

や「子ども」中心の考えに立つことの意味を理解す

ることを目指す。 

それは「道具箱（ツールキット）としての文化」とい

う視点から、学校組織とそこに所属する教員の語り

を捉える試みだということもできる。「文化というのは、

人々にとって疑問の余地がないほどに明確に認識

されている価値や規範が体系的に整理されてワン

セット担っているものでは必ずしもなく、むしろ互い

に矛盾する部分を多分に含む様々な要素が雑多

な形で入れられている道具箱のようなもの」（佐藤・

山田 2004: 288）なのである。 

 

３．インタビューデータの検討 

３．１．支援組織の運営と「障害」概念の実践的使

用 

 まずはじめに、S小学校の主席であり特別支援教

育コーディネーターも務める A 先生の語りをもとに

して、S 小学校の支援体制がどのように運営されて

いるかをみていきたい。 

 S 小学校には、2019 年度の時点で、特別支援学

級に 51 人の子どもが在籍していた。こうした子ども

は、S小学校においては「在籍の子」や「支援の子」

などと呼ばれている。彼らは、制度上は特別支援

学級に籍を置いているものの、ほとんどの時間を通

常学級（１年１組などのクラス）で過ごしている。 

全部で8学級ある特別支援学級の内訳は、知的

障害が 2 学級、病弱及び身体虚弱者が１学級、肢

体不自由が１学級、自閉症・情緒障害が４学級で

ある。各支援学級には、支援学級担任が配置され

ており、彼らは「支援担」として通常学級である各ク

ラスに出向く「入り込み」と教員間で呼ばれるやり方

で、「在籍の子」の支援やケアをおこなう。 

 支援担は、A 先生が作成した入り込み用の時間

割（いわゆるシフト表）を見て、一時間目は 2年 2組、

二時間目は 6 年 2 組、20 分休みは１年１組といっ

たように、順繰りにさまざまなクラスへの入り込みを

おこなう。 

 

【インタビューデータ１：A先生】 

Ａ：時間割にしても、在籍の子が多いの

で、時間割を組むこと自体もものすごい

ややこしいし、まあ毎日のように誰かが休

んで変更とか、教科が変わって変更とか、

そういうのがとてもとても多いので。一人



 

の先生（＝支援担）が担当している子ども

の数が多いから、色んなクラスに回れるよ

うにしないといけない。 

 

支援担は、それぞれ６～７人の「在籍の子」を担

当しているため、同じクラスに一日中入り込むので

はなく、毎時間ごとに教室を移動する。そして、この

語り１で A 先生が述べているように、入り込みに関

する支援担の時間割は、毎週、あるいは毎日のよう

に変更されている。 

 

【インタビューデータ２：A先生】 

Ａ：毎日のように変わってるね。変更表っ

ていうのを作ってて、あそこのホワイトボ

ードに貼ってるんだけど、明日やったら C

先生出張します、とか、6 年生が小中交

流会っていうのにも昼食べてすぐにずっ

と中学校に行っちゃうので、その付き添

いがいりますとか。外部から療育の人が 1

年 3組を見に来てくれるので、そこにはD

先生が行くようにしますとか。（中略）まあ

当日急に誰先生休みましたとか、逆に子

供が休みましたってなると、また変更、当

日の朝組んで伝えてっていうことをしてい

るので、1 時間目は私は全部入り込みは

しないようにしてる。 

 

 支援担は、まず一日のはじめに今週分の入り込

みの時間割と、当日の変更表を確認して、それぞ

れのクラスに向かう。行事や出張、教員や子どもの

休みなどの理由によって、当日もさまざまな調整が

必要になるため、A 先生は主席軽減の空き時間を

一時間目に設定することで、その時間は入り込み

をせずに、教員間の連絡・調整の業務にあたって

いる。 

 以上の記述からも明らかなように、S 小学校の支

援体制は、特別支援学級の制度に則り、支援学級

担任を「支援担」として活用した「入り込み」の実践

をベースとして成立している。特別支援学級制度

は、当然のことながら「障害」カテゴリーと密接に結

びついており、そのことは以下の A 先生の語りから

も読み取ることができる。 

 

【インタビューデータ３：A先生】 

A：今うち（特別支援学級の数が）8で、全

部でね。知的２、病虚弱が１、肢体が１、

で、情緒が４。 

＊：なるほど。でここに一人ずつ、学級ご

とに支援担がいるんですよね。 

A：担任がいる。８人。で、前言った加配

が私だったんだけど、E 先生が退職され

たので、実質まあそこに穴埋めで私が入

るようなかたちにはなっている。 

 

 ここで言及されている「加配」とは、加配教員のこ

とを指す。S 小学校は、特別支援学級に在籍する

児童生徒数が比較的多いため、立地する P県から

一人分多く教員が配置されおり、その加配教員が

A 先生自身であるということがここでは述べられて

いる。 

 そして加配教員を獲得するために P県や X市に

向けて対外的に申請・面談する際にも、A 先生は

「障害」概念に基づく説明を積極的におこなってい

る。 

  

【語り４：A先生】 

A：うちやったら来年度 8 学級あるから、8

人は支援担がつく。けど、それプラス加

配をつけるかどうかっていうのは、P 県が

障害の状況を見て考える。 

（中略） 

＊：なるほど。え、加配をつけるかどうか

障害の状況を見てっていうのは、その障

害の重さをっていうことですか？ 

A：うん。まあ重さとかもあるし、ヒヤリング

で 11月の時点にその出した書類をもとに

市と校長とコーディネーターとで面談が

ある。 

＊：11月に？ 

A：はい。で、そのときにいろいろ聞かれ

るねん。介助が絶対に必要な子が誰で

すかとか、具体的にその隙間時間もずっ

とついとかないといけない子かどうかとか。

だから、書類だけではやっぱりちょっとわ



 

かりにくいところもあるので、委員会と面

談をして、口頭でも説明をして、そのとき

にこんなに厳しいんです、って。（中略）

まあうち特に（在籍の子が）多いけど、ど

こも年々増えてて大変だとは思うので、

来年は絶対にはつかないかもしれない。 

 

 これまでの記述からも分かるように、S小学校の支

援体制においては、ひとりの加配教員の有無が、

その運営のしやすさを大きく左右する。そのため、

一方で、対外的な交渉場面においては、A 先生は

「障害」概念を用いることで実践的な目的を達成し

ていたことが読み取れる。しかし他方で、A 先生が

このインタビューにおいて一貫して「障害児」と言わ

ず「在籍の子」「支援の子」という呼称を用いている

ことからも明らかなように、「障害」概念による子ども

のカテゴライズについて A 先生がつねに慎重な態

度を取っていることもまた事実である。 

たとえば、このインタビューのほかの部分では、

次のようなエピソードが語られた。それは、一年生

の「在籍の子」たちの得意不得意について、同じク

ラスのほかの子どもたちに絵本を用いて説明をお

こなった際に、「しょうがい」という言葉が出てくるペ

ージを飛ばして読み聞かせをした、というエピソー

ドであった。それは、読み聞かせをしたのが一年生

だったこともあり、言葉がひとり歩きすることを避け

ることなどを理由としてそのようにしたという。 

 ここまでをまとめれば、S 小学校の支援実践にお

いて、「障害」概念はその都度ごとのローカルな文

脈に則したかたちで言及されたり、言い換えられた

りしていた。今回の事例に限定すれば、インクルー

シブな教育に取り組むなかで、教員たちは「道具

箱としての文化」から「障害」という概念を実践的な

仕方で引き出し、使用していたのである。 

 

３．２．概念の再定式化と組織アイデンティテ

ィの産出 

 次に、S小学校で勤務する B校長のインタビュー

データの検討を通して、X 市の内部における S 小

学校に固有の組織アイデンティティが語りのなかで

産出される様子を記述していきたい。 

 B校長が 2014年に S小学校に赴任したときには、

まだ学校のなかでも、「在籍の子」に個別の丁寧な

指導計画をつくることに対して戸惑いを覚える教員

たちもいたという。 

 

【語り５：B校長】 

B：だから個別支援もいま、必要に応じて

は、（中略）その子の実態に合わせて教

室の外で学習することも認めてるやん？ 

＊：うんうん。 

B：でもその前の年まではそれがなかった

のだ。 

＊：なるほど。 

B：なにがなんでも教室の中にいなきゃい

けない。 

 

 B 校長が S 小学校に来た当時は、手厚く個別支

援をおこなうことや教室から子どもを出してしまうこ

とが、X 市の「分けない」文化に沿わないものとして

極力避けられていた。そのため、「在籍」してはいな

いものの教室を飛び出してしまう子どもも含め、「な

にがなんでも教室にいなきゃいけない」という風潮

があったのではないかと B校長は語る。 

 S 小学校に着任した一年目から、B 校長はどうし

ても教室に来ることができない子どもについて、「無

理させないであたし面倒見るよ、校長室連れてきた

らいいじゃん」と教員たちに提案する。しかしこのと

きも、「やっぱりそれが受け入れられない先生がま

だ何人かいてはった」という。 

 それでは B 校長は、X 市における子どもたちを

「分けない」学校文化に否定的な立場を取ってい

たのだろうか。以下の語りにおいて、「分ける」という

概念を B校長がいかに再定式化しているかを注視

しつつ、確認していきたい。 

 

【語り６：B校長】 

B：わたしはもう前の学校からそうだった

から。無理やり教室におらせることで、プ

ラスになるとは思ってなかったので。その

子の実態に合わせて。もちろん一緒にい

ることがいいんだけれども、一緒にいるか

らクラスの仲間じゃなくって、クラスの仲間

であっても、その時の条件によっては違う



 

ところで勉強しても、どこにいたってクラス

の仲間でしょって。 

（中略） 

B：（教室に）いなくたって、間違いなくこ

のクラスの一員だよっていう意識は育て

ていかなあかんよね。それはなかったら、

ほんまに分けられてしまうけれども、分け

るために別の教室においておくわけじゃ

ない。 

 

 この語りにおいて B 校長は、たとえば校長室のよ

うな「違うところで勉強する」ことを、「分ける」という

概念と切り離す。その概念間の切り離し作業は、

「ほんまに分けられてしまう」という部分の「ほんま

に」といった強調の語りによって示されている。つま

りここで B校長はここで、「分ける／分けない」という

「分離」の概念は、「クラスの一員だよっていう意識」

とまず優先的に結びつくのであり、その優先的な概

念の結びつきをふまえたうえで「別の教室において

おく」ことについて次に考慮するべきであるという理

解を示しているのである。 

 さらに、B校長の語りから読み取ることができるこう

した「分ける」概念の再定式化は、発表者が参与観

察して見聞きする限りにおいて、現在は S 小学校

の多くの教員に受け入れられているようにみえる。

その理由として B 校長が語ったのは、二羽の指摘

するような「子ども」中心の規格であった。 

 

【語り７：B校長】 

＊：それは先生がだんだん変えてきたっ

ていうよりかは、なんかみんなで話し合っ

ていくなかで、自然とそういう、ふうになっ

てきたんですか。 

B：最初はでも、来た年の一番大変だっ

た子が、一年間で変わったからだと思う。 

（中略） 

B：周りは全部敵でトゲトゲだった子が、し

ゃべればなんとかなるところまでね、変わ

ったから。それを見て先生たちが、「あ」っ

て思ったんやと思う。そうなったらクラスの

子たちも受け入れれて仲良く遊ぶように

なるし。 

 

 ここまでのデータの検討から、B 校長は、「分け

る」や「子ども」中心といった X 市のほかの学校や

教員も共有する「道具箱としての文化」を用いつつ、

それを語りのなかで固有の仕方で組み合わせるこ

とで、S 小学校の組織アイデンティティを産出して

いたと指摘することができるだろう。B 校長の語りに

おいては、分離に抗する非排除的な「子ども中心」

という規格がまずあったのではなく、「子ども中心」

という文化への言及によって「分ける（分離する）」こ

との意味がアドホックに定式化されていたのであ

る。 

 

４．まとめ 

 分析を通して、教員たちが語る「障害」「分ける」

「子ども」という概念に着目し、「道具箱としての文

化」から概念を有機的に結びつけることで、彼ら自

身の実践を産出していたことを明らかにした。 

本発表では、「分ける」「障害」「子ども中心」とい

った現場の人びとが用いる概念の語りにおける具

体的な結びつきに照準することの重要性を強調し

てきた。この点を明らかにすることこそが、今後のイ

ンクルージョン実践の経験的研究において求めら

れるであろう。 
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